
第４回農業特定技能協議会運営委員会 

議事次第 

日時：令和２年１月１０日（金）10:30 ～11:30 

場所：農林水産省本館５階 経営局第２会議室 

開 会 

１ 特定技能制度の現状等について 

（受入れ状況等について） 

出入国在留管理庁 在留管理支援部 特定技能企画室 次長   川畑 豊隆 氏 

出入国在留管理庁 在留管理支援部 特定技能企画室 法務専門官 向原 裕司 氏 

出入国在留管理庁 在留管理支援部 在留管理課   法務専門官  財津 依人 氏 

（農業現場における現状等について） 

全国農業協同組合中央会 営農担い手支援課長      中村 義則 氏 

公益社団法人 日本農業法人協会 参事        中澤 秀樹 氏 

一般社団法人 全国農業会議所 農政・経営対策部長  砂田 嘉彦 氏 

２  意見交換 

閉 会 



配付資料一覧 

次第 

出席者一覧 

配席図 

資料１   特定技能制度の運用状況について（出入国在留管理庁） 

資料２－１ インドネシア特定技能外国人に係る手続の流れについて

（出入国在留管理庁） 

資料２－２ カンボジア特定技能外国人に係る手続の流れについて

（出入国在留管理庁） 

資料２－３ ネパール特定技能外国人に係る手続の流れについて

（出入国在留管理庁） 

資料３   農業特定技能測定試験の実施状況について（全国農業会議所） 

資料４－１ 農業特定技能協議会加入者一覧（農林水産省） 

資料４－２ 農業分野における特定技能での受入状況（農林水産省） 

資料５   特定技能制度に関するアンケート調査の結果について 

（令和２年１月６日時点）（農林水産省） 

資料６   令和２年度（2020年度）の農業技能測定試験の実施について（案）

（農林水産省） 

資料７   外国人材受入総合支援事業（農林水産省） 



第４回「農業特定技能協議会運営委員会」出席者名簿

（順不同・敬称略）

【制度所管省庁】

出入国在留管理庁 在留管理支援部 特定技能企画室 次長 川畑 豊隆

出入国在留管理庁 在留管理支援部 特定技能企画室 法務専門官 向原 裕司

出入国在留管理庁 在留管理支援部 在留管理課   法務専門官 財津 依人

警察庁 刑事局 組織犯罪対策部 組織犯罪対策企画課 課長補佐 新井 靖久

外務省 領事局 外国人課 交渉官  井澤 幹生

厚生労働省 職業安定局 外国人雇用対策課 海外人材受入就労対策室 室長補佐 吉村 亮

【事業所管省庁】 

農林水産省 生産局 園芸作物課 野菜調整官  山本 隆司

農林水産省 生産局 畜産部 畜産企画課 課長補佐 飯野 昌朗

農林水産省 経営局 就農・女性課 課長 横田 美香

【特定技能所属機関を構成員とする団体その他の関係者】

公益社団法人 日本農業法人協会 参事 中澤 秀樹

全国農業協同組合中央会 JA 営農・くらし支援部 営農担い手支援課 課長 中村 義則

一般社団法人 全国農業会議所 農政・経営対策部 部長 砂田 嘉彦

一般社団法人 全国農業会議所 農政・経営対策部 主幹 川鍋 克仁

一般社団法人 全国農業会議所 農政・経営対策部 主事 青木 昂平

一般社団法人 全国農業会議所 農政・経営対策部 相談員 八山 政治

＊括弧はバックシートで出席



第４回農業特定技能協議会運営委員会 配席図
令和２年１月１０日（金）10:30-11:30
農林水産省経営局第２会議室
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特定技能外国人の許可状況等について（令和元年１１月末現在：速報値）

① 在留資格認定証明書交付 交付 ６７５件

② 在留資格変更許可 許可 ６７６件

③ 登録支援機関登録 登録 ３，２１０件

④ 特例措置としての「特定活動」 許可 ８３２件

特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ①

（未交付含む）

特定技能在留外国人数（令和元年１１月末現在：速報値）

特定技能１号在留外国人数 １，０１９人

許可件数等の内訳
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在留資格認定証明書交付件数 在留資格変更許可件数

登録支援機関の内訳

会社（株式会社，合同会社等）
１，７１０件

５３％

その他
２２０件
７％

社会保険労務士（個人）
５６件
２％

一般社団法人
９２件
３％

行政書士（個人）
２６１件
８％

中小企業事業協同組合
８７１件
２７％

（許可・交付件数）
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1,200 分野 人数
介護 １９人
ビルクリーニング １２人
素形材産業 １４３人
産業機械製造業 １５１人
電気・電子情報関連産業 ３１人
建設 ５９人
造船・舶用工業 ３２人
自動車整備 ８人
航空 ０人
宿泊 １３人
農業 １６９人
漁業 ８人
飲食料品製造業 ３０３人
外食業 ７１人

【資料１】Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁



Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ②

実施場所（実施月） 受験者数 合格者数 今後の実施予定（注1）

介護

（フィリピン） 2019年4月，5月，6月，7月，
8月，9月，10月，11月

（カンボジア） 2019年9月，10月，11月
（インドネシア）2019年10月，11月
（ネパール） 2019年10月，11月
（モンゴル） 2019年11月
（日本国内） 2019年10月，11月

（技能試験）

1,440人（注２）

（日本語試験）

1,459人（注２）

（技能試験）

607人（注２）

（日本語試験）

631人（注２）

（フィリピン） 2019年12月，2020年1月
（カンボジア） 2019年12月，2020年1月
（インドネシア）2019年12月，2020年1月
（ネパール） 2019年12月，2020年1月
（モンゴル） 2019年12月
（日本国内） 2019年12月

ビルクリーニング （日本国内） 2019年11月 （注２） （注２）
（ミャンマー） 2019年12月
（日本国内） 2019年12月

造船・舶用工業 （フィリピン） 2019年11月 （注２） （注２） ー

自動車整備 ― ― ― （フィリピン） 2019年12月，2020年1月

航
空

（空港グランド
ハンドリング）

（フィリピン） 2019年11月
（日本国内） 2019年11月

（注２） （注２） ー

（航空機整備） （モンゴル） 2019年10月 34人 8人 ―

宿泊
（ミャンマー） 2019年10月
（日本国内） 2019年4月，10月

1,280人 728人 （日本国内） 2020年1月

農
業

（耕種農業） （フィリピン） 2019年10月，11月 （注２） （注２） （フィリピン） 2019年12月，2020年1月

（畜産農業） （フィリピン） 2019年10月，11月 （注２） （注２） （フィリピン） 2019年12月，2020年1月

飲食料品製造業
（日本国内） 2019年10月
（フィリピン） 2019年11月

626人（注２） 433人（注２）
（フィリピン） 2019年12月
（日本国内） 2020年2月

外食業
（フィリピン） 2019年11月
（日本国内） 2019年4月，6月，9月，11月

2,194人（注２） 1,546人（注２）
（フィリピン） 2019年12月
（カンボジア） 2020年1月
（日本国内） 2020年2月

国際交流基金
日本語基礎テスト

（フィリピン） 2019年4月，5月，6月，8月，
9月，10月，11月

（カンボジア） 2019年10月
（インドネシア）2019年10月，11月
（ネパール） 2019年10月，11月
（モンゴル） 2019年11月

649人（注２） 267人（注２）

（フィリピン） 2020年1月
（カンボジア） 2020年1月
（インドネシア）2020年1月
（ネパール） 2020年1月

技能試験受験者数・
合格者

5,574人 3,322人

(注1）12月以降の実施予定は変更され得る。
(注2）10月以降に実施された介護（技能試験及び日本語試験），ビルクリーニング，造船・舶用工業，航空（空港グランドハンドリング），農業，飲食料品製造業，

外食業及び国際交流基金日本語基礎テストの受験者数及び合格者数は，未発表のため各者数の累計値に含んでいない。

特定技能試験等の実施状況について（令和元年１１月末現在。各試験実施機関のウェブサイトを参考に作成したもの。）
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付

インドネシア特定技能外国人に係る手続の流れについて
○海外から来日するインドネシア人 ○日本国内に在留しているインドネシア人

帰国した元技能実習生
（※１）

試験に合格した者
申請人

日本の特定技能所属機関

⑥
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Ｓ
Ｋ
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Ｎ
へ
登
録

インドネシア政府の海外労働者管理サービスシステム
（ＳＩＳＫＯＴＫＬＮ）

※１ インドネシア政府が管理
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申
請

地方出入国在留管理局

在留資格認定証明書交付

在インドネシア日本国大使館

査証発給

特定技能外国人として入国

ＳＩＳＫＯＴＫＬＮで取得した
海外労働許可ＩＤ番号を

提出

①
求人申込

※２ インドネシア政府は，日本に在留する技能実習生や留学生などの中長
期在留者であるインドネシア人が，日本に在留したまま， 「特定技能」
への在留資格変更許可申請を希望する場合には，在京インドネシア大
使館において，海外労働者登録手続をするよう求めるとしています。
また，登録手続を完了した者には推薦状を発行するとしています。
詳しくは，在京インドネシア大使館にご相談ください。

日本の特定技能所属機関

①
雇用契約
の締結

地方出入国在留管理局

②
Ｓ
Ｉ
Ｓ
Ｋ
Ｏ
Ｔ
Ｋ
Ｌ
Ｎ
へ
登
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⑤
在
留
資
格
変
更
許
可
申
請

特定技能外国人として在留

海外労働許可ＩＤ番号の発行

在留資格変更許可（在留カードの発行）

駐日（在京）インドネシア大使館（※２）

①
求職申込

技能実習生 試験に合格した者

申請人

労働市場情報システム（ＩＰＫＯＬ）
※１ インドネシア政府が管理

インドネシア政府の海外労働者管理
サービスシステム（ＳＩＳＫＯＴＫＬＮ）

※１ インドネシア政府が管理

③
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登
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手
続
（届
出
）

⑤
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定
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書

の
送
付

④
登
録
手
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済
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明
（推
薦
状
）の
発
行

※１ 求人申込に当たり，インドネシア政府はＩ
ＰＫＯＬの登録を推奨しています。ただし，
元技能実習生が帰国前に技能実習を実
施していた実習実施者に再度雇用される
など雇用予定者が決まっている場合には，
ＩＰＫＯＬへの求人・求職の登録は不要で
す。なお，インドネシア人本人によるＳＩＳ
ＫＯＴＫＬＮへの登録は必要です。

海外労働許可ＩＤ番号の発行

Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

【資料２－１】
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付

カンボジア特定技能外国人に係る手続の流れについて

○海外から来日するカンボジア人 ○日本国内に在留しているカンボジア人

帰国した元技能実習生 試験に合格した者

申請人

①求職登録

日本の特定技能所属機関

送出機関（現地斡旋業者）
※１ カンボジア労働職業訓練省（MoLVT）から

認定を受けたもの

⑥
証
明
書
発
行
の
申
請

⑦
証
明
書
の
発
行

カンボジア労働職業訓練省
（ＭｏＬＶＴ）

③
あ
っ
せ
ん

⑧
証
明
書
の
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付

④
雇
用
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の
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結

⑪
査
証
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請

⑨
在
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格
認
定

証
明
書
交
付
申
請

地方出入国在留管理局

在留資格認定証明書交付

在カンボジア日本国大使館

査証発給

特定技能外国人として入国

日本の職業紹介事業者（※２）

②
求
人
・

求
職
の

取
次
ぎ

証明書を提出

③
求
人
申
込

※１ 特定技能外国人として来日する場合，
申請人はカンボジア労働職業訓練省の
認可を受けた送出機関を通じて，証明
書の発行を含む送出しに関する手続を
行う必要があります。

※２ 職業紹介事業者には，職業安定法に
基づく厚生労働大臣の許可等が必要と
なります。

技能実習生 試験に合格した者

申請人

日本の職業紹介事業者（※２）

日本の特定技能所属機関

求職
申込

あ
っ
せ
ん

求
人
申
込

①
雇
用
契
約
の
締
結

送出機関（現地斡旋業者）
※３ カンボジア労働職業訓練省（MoLVT）から

認定を受けたもの

地方出入国在留管理局

カンボジア労働職業訓練省
（ＭｏＬＶＴ）

③
証
明
書
発
行
の
申
請

④
証
明
書
の
発
行

⑥
在
留
資
格
変
更
許
可
申
請

特定技能外国人として在留

証明書を提出

証明書交付

証明書交付

変更許可

※３ 在留資格「特定技能」へ変更する場合，
申請人はカンボジア労働職業訓練省の認
可を受けた送出機関を通じて証明書の発
行に関する申請手続を行う必要がありま
す。

⑤証明書発行
の手続を依頼

Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

【資料２－２】
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ネパール特定技能外国人に係る手続の流れについて
○海外から来日するネパール人 ○日本国内に在留しているネパール人

帰国した元技能実習生 試験に合格した者

申請人

日本の特定技能所属機関 ⑥
海
外
労
働
許
可
証
の
申
請

ネパール労働・雇用・社会保障省
海外雇用局日本担当部門（※２）

①
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の
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⑤
査
証
申
請

②
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留
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格
認
定

証
明
書
交
付
申
請

地方出入国在留管理局

在留資格認定証明書交付

在ネパール日本国大使館

査証発給

特定技能外国人として入国

ネパールを出国時に労働許可証を提示

求人申込

※１ 日本の特定技能所属機関は，駐日ネパール
大使館を通じてネパール労働・雇用・社会保障
省海外雇用局日本担当部門に求人申込を提出
することも可能です。その場合，提出された求人
は，ネパール労働・雇用・社会保障省海外雇用
局日本担当部門により求人者に開示されます。

技能実習生 試験に合格した者

申請人

日本の特定技能所属機関

①
雇
用
契
約
の
締
結

地方出入国在留管理局

③
一
時
帰
国
の
際
の
海
外
労
働
許
可
証
の
申
請

②
在
留
資
格
変
更
許
可
申
請

特定技能外国人として在留

海外労働許可証の発行

変更許可

※３ 在留資格「特定技能」への変更が
認められた後，再入国許可（みなし
再入国許可を含む。）によりネパー
ルに一時帰国した際に，ネパール労
働・雇用・社会保障省海外雇用局日
本担当部門に申請して海外労働許
可証を取得する必要があります。

ネパール労働・雇用・社会保障省
海外雇用局日本担当部門（※３）

特定技能外国人として再入国

海外労働許可証の発行

ネパールを出国時に労働許可証を提示

求人情報の
確認

ネパール労働・雇用・社会保障省
海外雇用局日本担当部門

（※１）

③
在
留
資
格
認
定

証
明
書
交
付

求人情報の
確認

ネパール労働・雇用・社会保障省
海外雇用局日本担当部門

（※１）

求人申込

※２ 査証を取得後，ネパール労働・
雇用・社会保障省海外雇用局日
本担当部門から海外労働許可証
を取得する必要があります。

Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

【資料２－３】



農業技能測定試験の実施状況について（2019年12月27日時点）

Copyright © National Chamber of Agriculture All rights reserved. 1

１ 国外試験

※その他の国（ミャンマー、ベトナム、中国、タイ）は、試験実施環境が整い次第、順次実施

２ 国内試験

・全国47都道府県（約120都市）において実施予定
・2月中に申込開始で調整中

（１）実施中
①フィリピン（マニラ、セブ、ダバオ）

申込開始：2019年10月18日
実施期間：2019年10月26日～3月中旬
累計受験者数：13人

（２）実施予定
①インドネシア（ジャカルタ）

申込開始：2019年12月25日
実施期間：2020年1月7日～3月中旬

②カンボジア（プノンペン）
申込開始：2019年12月25日
実施期間：2020年1月13日～3月中旬

【資料３】



業種 受入機関数

耕種 51

畜産 12

合計 63

有限会社吉野牧場 畜産 令和元年8月28日

有限会社銀河牧場 畜産 令和元年9月27日

有限会社菅原牧場 畜産 令和元年9月27日

株式会社エイブリッジ 耕種 令和元年9月27日

株式会社グローバル自然農園 耕種 令和元年11月22日

株式会社フォレストファーム 畜産 令和元年12月4日

ウェイトレスネス株式会社 畜産 令和元年12月5日

宮城県 株式会社野菜屋みやちゃん 耕種 令和2年1月6日

福島県 株式会社福島エンヤ 畜産 令和元年12月26日

上野　正子 耕種 令和元年11月28日

田村  政之 耕種 令和元年11月28日

有限会社根津農園 耕種 令和元年12月4日

佐々木　浩一 耕種 令和元年12月4日

若月　一成 畜産 令和元年9月25日

株式会社千葉ピッグ 畜産 令和元年11月13日

株式会社サラダボウル 耕種 令和元年12月12日

アグリビジョン株式会社 耕種 令和元年12月12日

【資料４－１】

2020年1月6日現在

千葉県

山梨県

茨城県

群馬県

北海道

農業特定技能協議会加入者一覧

受入れ先 受入機関 業種 加入年月日



林　幸則 耕種 令和元年11月13日

今井　大貴 耕種 令和元年11月13日

油井　栄治 耕種 令和元年11月13日

伊藤　万司 耕種 令和元年11月13日

中島　永則 耕種 令和元年11月13日

由井　基治 耕種 令和元年11月13日

新海　宣明 耕種 令和元年11月14日

新潟県 株式会社アルプス技研 耕種 令和元年12月4日

静岡県 上村　光太郎 耕種 令和元年11月13日

株式会社ロッセ農場 畜産 令和元年11月13日

合資会社大黒屋農園 耕種 令和元年12月18日

渡邊　保政 耕種 令和元年10月3日

田中　通裕 耕種 令和元年10月11日

大村　俊郎 耕種 令和元年10月25日

西山  直司 耕種 令和元年12月4日

三重県 森谷　育郎 畜産 令和元年10月8日

滋賀県 國枝　武夫 耕種 令和元年11月5日

和歌山県 株式会社GFF 耕種 令和元年6月3日

広島県 株式会社スミヨシ 耕種 令和元年10月16日

株式会社三豊エコファーム 耕種 令和元年11月5日

株式会社H.A.S.E. 耕種 令和元年11月13日

長谷川　謙二 耕種 令和元年11月13日

有限会社四国あぐり 畜産 令和元年12月26日

愛媛県 株式会社エイブリッジ 耕種 令和元年11月22日

南場　喜代子 耕種 令和元年12月4日

石川　清次 耕種 令和元年12月26日

有限会社美しゅう 耕種 令和元年11月1日

株式会社RUSH FARM 耕種 令和元年12月26日

九州たまご株式会社 畜産 令和元年12月26日

高知県

福岡県

香川県

愛知県

長野県

岐阜県



山口　健 耕種 令和元年10月25日

株式会社山開産商 耕種 令和元年11月22日

株式会社杉田農園 耕種 令和元年12月12日

前田　浩信 耕種 令和2年1月6日

株式会社エヌ 耕種 令和2年1月6日

亀山　五輪生 耕種 令和元年10月25日

阿蘇農業協同組合 耕種 令和元年10月25日

園田　賢臣 耕種 令和元年10月25日

嶋野　武輝 耕種 令和元年10月29日

岩下　博己 耕種 令和元年11月13日

武原　敏雄 耕種 令和元年11月13日

宮崎農園有限会社 耕種 令和元年11月13日

澤村　信吉 耕種 令和元年11月22日

米本　哲也 耕種 令和元年12月12日

有限会社ジアス 耕種 令和元年12月18日

中田  晴一郎 耕種 令和2年1月6日

鹿児島県 あおぞら農業協同組合 耕種 令和元年12月4日

沖縄県 株式会社しらみずファーム 耕種 令和元年10月25日

※農業特定技能協議会の加入状況より

熊本県

長崎県



【資料４－２】

宮城県 耕種 カンボジア：１人 １人

福島県 畜産 ベトナム：１人 １人

茨城県 耕種 インドネシア：２人 ２人

長野県 耕種 インドネシア：１２人 １２人

新潟県 耕種 ベトナム：１人 １人

静岡県 耕種 タイ：１人 １人

耕種

畜産

三重県 畜産 ベトナム：１人 １人

滋賀県 耕種 インドネシア：２人 ２人

和歌山県 耕種 カンボジア：２人 ２人

広島県 耕種 中国：１人 １人

耕種

畜産

愛媛県 耕種 カンボジア：１１人 １１人

高知県 耕種 ミャンマー：２人 ２人

耕種

畜産

鹿児島県 耕種 カンボジア：３人 ３人

沖縄県 耕種 インドネシア：６人 ６人

2020年1月6日現在

農業分野における特定技能での受入状況

ベトナム：２人
ミャンマー：３人

５人

耕種長崎県
ベトナム：６人
フィリピン：１人
カンボジア：３人

１０人

ベトナム：１人
モンゴル：１人

２人

ベトナム：３人 ３人

耕種愛知県
ベトナム：２人
フィリピン：１人
カンボジア：１人

４人

中国：３人
ベトナム：２人
フィリピン：２人
インドネシア：３人
カンボジア：１１人
ミャンマー：１人

２２人

香川県 カンボジア：４人 ４人

中国：１人
ベトナム：１人

２人

ベトナム：２人
フィリピン：１人

３人
ベトナム：２人

フィリピン：１人

フィリピン：１人

タイ：１人

ベトナム：１人

ベトナム：２人

インドネシア：１２人

山梨県
ベトナム：１人

中国：２人
ベトナム：７人

カンボジア：１６人

国籍別

２５人

合計耕種・畜産別

ベトナム：５人

中国：２人

ベトナム：２人

カンボジア：１６人

受入れ先

ベトナム：２人

インドネシア：２人

カンボジア：１１人

中国：３人

カンボジア：１１人

業種

カンボジア：１人

ベトナム：２人

ベトナム：１人

カンボジア：２人

中国：１人

ベトナム：６人

千葉県

耕種

福岡県
ミャンマー：３人

ミャンマー：２人

カンボジア：３人

カンボジア：１人

フィリピン：１人

耕種

畜産

モンゴル：１人

岐阜県
ベトナム：１人

群馬県
ベトナム：１人

中国：１人

北海道

耕種

インドネシア：２人

ベトナム：１人

カンボジア：１人

畜産

熊本県 耕種

カンボジア：３人

インドネシア：３人

フィリピン：２人

ミャンマー：１人

インドネシア：６人

ベトナム：２人

カンボジア：３人



耕種

畜産

※農業特定技能協議会の加入状況より

１６９人

１２６人

耕種：１０８人
畜産：１８人

合計

　中国：５人
　ベトナム：１８人
　フィリピン：４人

　インドネシア：２５人
　カンボジア：５１人

　タイ：１人
　ミャンマー：３人
　モンゴル：１人

　中国：２人
　ベトナム：１１人
フィリピン１人
カンボジア：１人
　ミャンマー：３人

特定技能１号在留外国人数（１１月末時点）

　中国：７人
　ベトナム：２９人
　フィリピン：５人

　インドネシア：２５人
　カンボジア：５２人

　タイ：１人
　ミャンマー：６人
　モンゴル：１人
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